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終了時評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：スリランカ民主社会主義共和国 案件名： 

スリランカ民主社会主義共和国  省エネルギー普及促

進計画プロジェクト 

分野：エネルギー 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：JICA スリランカ事務所 協力金額（評価時点）：3 億 4,728 万 7,000 円 

協力期間 (R/D): 2008 年 2 月 11 日 

3 年（2008 年 5 月 1 日～

2011 年 5 月 30 日まで） 

先方関係機関：スリランカ持続可能エネルギー推進機

構（SLSEA） 

日本側協力機関：電源開発株式会社 

他の関連協力：なし 

１－１ 協力の背景と概要 

スリランカ民主社会主義共和国（以下、「スリランカ」と記す）の電力供給は、発電電力量の

62％を輸入石油に依存しており1、電気料金が他のアジア諸国に比べて高く、特に海外市場にお

いて他のアジア諸国と競合する輸出産業の競争力を阻害する原因となっている。また、新規の

発電所開発にも限界があることから、将来深刻な電力供給不足に直面する可能性がある。この

ような背景から、今後もスリランカが経済成長を続けるためには省エネルギー（以下、「省エネ」

と記す）の推進は緊急の課題であった。そのため同国では 2007 年 9 月に「スリランカ持続可能

エネルギー推進機構法」（以下、「SLSEA 法」と記す）が制定され、続いて省エネ対策機関とし

て「スリランカ持続可能エネルギー推進機構（Sri Lanka Sustainable Energy Authority：SLSEA）」

が設立された。 

このような政策的背景を受け、同国は省エネに関するわが国の進んだ技術及び知見を導入し

たいとして、技術協力「省エネルギー普及促進プロジェクト」の実施を要請した。要請は採択

され、2008 年 5 月より 3 年間の計画で当プロジェクトが実施されている。 

 

１－２ 協力内容 

本プロジェクトは、SLSEA をカウンターパート（C/P）機関として、省エネ活動を促進するた

めに必要な基盤（政策、人材、奨励制度、省エネ意識）を整備するためのプロジェクトである。

(1) 上位目標 

エネルギー消費効率の高い社会が実現する。 

 

(2) プロジェクト目標 

省エネ活動を促進するために必要な基盤（政策、人材、奨励制度、省エネ意識）が整備

される。 

 

(3) 成 果 

1) SLSEA 法施行に必要な資源（政策、人材、機材、資料）が整備される。 

2) 省エネを促進させるためのインセンティブ制度が整備される。 

                                                   
1 Sri Lanka Energy Balance, 2007 年 
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3) 一般家庭、私企業、公共セクターの省エネに関する意識が向上する。 

(4) 投入（評価時点） 

日本側：総投入額 3 億 4,728 万 7,000 円 

専門家派遣：13 名       機材供与      : 3,300 万円 

研修員受入：合計 26 名      ローカルコスト負担：4,000 万円2 

相手国側： 

カウンターパート配置：15 名 

土地・施設提供：      専門家執務室 

ローカル・コスト負担：  1 億 5,700 万スリランカルピー3 

２．評価調査団の概要 

調査者 

団  長 大塚 卓哉  JICA スリランカ事務所 次長 

協力企画 橋本 玄 JICA スリランカ事務所員 

協力企画 プリヤンタ・セーラシンハ JICA スリランカ事務所 現地職員 

評価分析 田村 智子 株式会社かいはつマネジメント・コンサルティング 
 

調査期間 2011 年 1 月 12～28 日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

(1) 成果の発現状況 

成果 1：エネルギー消費量報告義務などに関する法制度の運用に必要な技術移転はほぼ

終了しており、制度運用の準備も整っている。省エネ電球、小型蛍光灯（Compact 

Fluorescent Lamps：CFLs）のラベリング制度、機材バンクの拡張、IT インフラの充実な

どは計画どおり成果を上げた。一方、同制度の法案がいまだ内閣の承認を受ける過程に

あり施行に至っていないため、法制度関連の成果の発現が計画より遅れている。 

成果 2：融資制度の改善が検討され、融資の対象となるモデル事業の準備も、パイロッ

ト事業を実施するなどして進んでいるが、新しい融資制度は導入には至っていない。

CFLs の普及と上下水道庁のポンプ交換を目的とするパイロット事業が実施されたこと

は評価に値する。 

成果 3：省エネ普及啓発素材（小学生向け教材、リーフレット等）の作成、第 1 回国家

省エネ表彰式の実施協力など期待以上の成果が発現した。啓発活動の実施方法について

はより効果的で持続可能な形へと改善がみられた。 

 

(2) プロジェクト目標達成の見込み 

SLSEA 職員が、省エネの法制度の運用や診断機材の活用に必要な技術力・ノウハウを身

に着けたこと、インセンティブ制度の本格実施の先駆けとなるパイロット事業が成果を上

げたこと、啓発活動の質や量に大幅な改善がみられたことなどから、特に技術移転の観点

から、プロジェクトは期待した効果を生み出したといえる。 

                                                   
2 2010 年 12 月末現在 
3 SLSEA 省エネ部の 2008、2009、2010 年の支出実績の合計。 
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しかし上述のように、法制度が施行に至っておらず、融資制度の導入が未実施のため、

これらに関係するプロジェクト目標の指標については、プロジェクト期間終了までに達成

される見込みが立っていない。指標 4 の「CFL の一般家庭への普及率」については、目標

が 40％であったのに対し、最近の調査結果は約 80％を示しており、目標を大きく上回る進

捗であった。指標 5 の「省エネ 10 年計画」は、SLSEA の役員会の承認を経て、プロジェ

クト終了までに省の承認を受けるべく取り組まれている。 

 

３－２ 評価結果の要約 

(1) 妥当性－非常に高い 

プロジェクト目標は、省エネを優先課題とするスリランカの開発政策「マヒンダ・チン

タナ（2006～2016年）」と合致しており、また、省エネを含むエネルギー分野への支援を重

視している日本の政府開発援助（Official Development Assistance：ODA）政策やJICAの国

別援助方針との整合性も高い。スリランカではエネルギー源の多くを石油に頼っており、

省エネの推進により、エネルギー消費効率の高い社会経済構造をつくりだすことは経済開

発を進めるうえで急務であることから、当プロジェクトには必要性と緊急性が認められる。

なお、プロジェクトで導入される予定の法制度は日本では省エネ法により既に導入済み

であり、JICAはこれまで多くの国で省エネプロジェクトを実施してきた。これらの蓄積さ

れた知識や経験を活用できることから、日本及びJICAは当分野の支援において優位性をも

つといえる。 

 

(2) 有効性－中程度 

前述のように、SLSEA職員の技術習得度、啓発活動の質や量の大幅な改善などから、特

に技術移転の観点より、プロジェクトは大きな効果を生み出した。しかし、法制度の施行

に関しては、法的整合性を確保し、産業界の理解を十分に得て、よりスムーズに導入すべ

く、現在、電力・エネルギー省（Ministry of Power and Energy：MoPE）が法案の最終チェ

ックを行っている段階であり、施行に至っていない。融資制度の改善についても、さまざ

まな検討が行われたが、同国の財務計画省対外援助局（Department of External Resources, 

Ministry of Finance and Planning：ERD）は、SLSEAの資金運用管理能力の向上がまず必要

という観点から、省エネ事業用の融資制度の導入に慎重な姿勢を示している。このように、

法制度の施行や融資制度の改善が未実施のため、プロジェクト目標を達成するにはまだ時

間がかかる見込みである。 

 

(3) 効率性－中程度 

日本側からの投入はタイミングや量などすべて計画どおりであった。SLSEAの省エネ部

に欠員があった以外は、スリランカ側からの投入も予定どおりであった。SLSEAはJICA専

門家チームのアドバイスを受けながら、限られた人員で最大限の成果を生み出したといえ

る。しかし上述のとおり、現時点において、幾つかの活動はまだ成果の発現につながって

いない状態である。 

 

 



iv 

(4) インパクト－高い（予測） 

プロジェクトは今後、上位目標達成に貢献する可能性があり、また副次的な成果も生み

出した。以下は成果の指標に関する現状を示す。 

1) 商業エネルギー原単位が 2017 年に 1.8 tow/100 万ルピー以下に向上する 

商業エネルギー原単位は一国における商業エネルギーの使用効率の標準測定値であ

る。図 1 によればこの値は確実に向上しており、これは、現在の省エネ諸施策の効果を

示している。また、この傾向が続けば、2017 年に 1.8 tow/100 万ルピー以下という目標

を達成する見込みがある。 

2) 電力負荷率が年 1％向上する  

電力負荷率は電力消費者が電力システムを最適に使っているかどうかを測る数値であ

る4。図 2 が示すように、年 1％という目標には達していないものの、電力負荷率は改善

の傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、当プロジェクトは、プログラムクリーン開発メカニズム（Clean Development 

Mechanism：CDM）の形成や、CDM 事業の形成に重要なグリッド・エミッション・ファク

ターの制定に貢献した。後者の成果については同国で実施されている技術協力プロジェク

ト「CDM 事業推進能力強化プロジェクト」に引き継がれる予定である。 

また、全国省エネ賞の実施やフォローアップ、私企業からのスポンサーシップを募った

省エネ展示会の開催、ラベリング制度導入の際のキャンペーン実施など、当プロジェクト

で採用された啓発活動の手法は他国における類似のプロジェクトにおいてモデルとして活

用することができる。 

 

                                                   
4 この数値が大きいほど、消費者は電力システムを合理的に使っていることになり、電力供給コストの削減につながる。スリ

ランカではこの数値が大きく、これは、一般家庭の照明に対する需要の高さと産業によるベース負荷の欠如が主な原因であ

る。そのため、電力の需要管理が電力負荷率の改善に大きく貢献すると考えられている 

注：2010 年は暫定値 

出所：Draft Baseline Survey Report of the Project, 

2011 年 1 月            

図 2 電力負荷率の推移 
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図 1 商業エネルギー原単位の推移 
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(5) 自立発展性－教訓が速やかに実施されれば自立発展性が見込まれる 

1) 政策や組織への支援 

MoPE や SLSEA 幹部は当プロジェクトを強く支持しており、プロジェクト終了後の効

果の持続発展に関しても積極的である。また、SLSEA は当プロジェクトで導入予定の法

制度の施行と省エネ 10 年計画を実施するために十分な規制権力を有している。 

2) 組織面 

前述のとおり SLSEA の省エネ部には欠員があり、特にディピューティー・ディレク

ター・ジェネラルとシニア・スペシャリストの不在は懸念される。また、「モニタリング・

検証課」の責任者が欠員であり、今後、さまざまな制度が施行された際に不都合が生じ

る可能性がある。 

3) 財政面 

SLSEA の省エネ部の年間予算は、当プロジェクトで導入される諸制度の運用管理に足

りるものであり、今後予算配分に大きな変更がない限り財政面の問題は特段ないと考え

られる。また、SLSEA が機材バンクのレンタル料や展示会のスポンサー料などにより、

自主財源を生み出しているのも自立発展性の面から好ましいことである。なお、プロジ

ェクトの効果の持続のために、省エネ事業用の金融制度の改善が急がれる。 

4) 技術面 

SLSEA の職員は計画どおり、省エネ推進のために必要なノウハウを取得しつつあり、

その技術水準は満足できるものである。供与機材は、品質の適切性や、維持管理の便宜

性も考慮して購入されており、SLSEA の職員が維持管理を継続するのに特に技術的な問

題はない。また、スリランカ・エネルギー管理士協会（Sri Lanka Energy Managers' 

Association：SLEMA）や省エネ・IT 分野のコンサルタント会社など、協力機関の職員の

技術水準も高い。ただし、省エネ分野の技術は日進月歩であるため、今後も SLSEA や

協力機関の職員の技術力を引き続き向上させていく必要がある。 

5) その他 

CFLs 普及と国家上水排水庁のポンプ交換を目的とするパイロット事業の結果を分析

し、有効活用していくことが今後重要となる。また、ラべリング制度やエネルギー消費

量の報告義務づけなど新しく導入される法制度の施行状況についてモニタリングと検証

を行っていくこと、省エネ普及の効果測定を継続することが今後重要と考えられる。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること 

スリランカのように、省エネへの取り組みを国家的なレベルで開始した国において、省

エネ普及促進に必要な資源の整備、インセンティブ制度、省エネ意識の向上という 3 つは、

いずれも欠かすことのできない分野であり、同時並行して取り組むべき課題である。当プ

ロジェクトでもこの 3 分野を成果として設定したため、総合的な取り組みがなされ、今後

の省エネ推進の基礎を効果的に築くことができた。 

 

(2) 実施プロセスに関すること 

1) MoPE のプロジェクトへの支援とモニタリング、SLSEA 職員の前向きな姿勢と努力、
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JICA 専門家チームの豊かな経験が、プロジェクト活動の効果的な実施に大きく貢献し

た。 

2) 本邦研修に関し、実施のタイミング、参加者の選定、研修内容、調整などいずれも適

切であり、その効果的な実施が技術移転の進捗に大きく貢献した。 

3) スリランカ標準協会（Sri Lanka Standard Institution：SLSI）、セイロン電力庁（Ceylon 

Electricity Board：CEB）、ランカ電力会社（Lanka Electricity Company：LECO）、SLEMA、

エネルギー・サービス会社（Energy Service Companies：ESCOs）、モラトウワ大学などの

協力機関をプロジェクト形成時から巻き込むことにより、これら機関からの協力が得ら

れたことは、成果の発現を促進した要因であった。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること 

特になし 

 

(2) 実施プロセスに関すること 

前述のように、SLSEA の省エネ部の重要な職位に欠員があったことは、プロジェクト活

動を計画どおり実施するうえでマイナスの影響を及ぼした。 

 

３－５ 結 論 

省エネ普及促進においては、上述の 3 つの分野（必要な資源の整備、インセンティブ制度、

省エネ意識の向上）のいずれかが遅れても不都合が生じる。例えばエネルギー消費量の報告義

務づけの法制度が施行されても、適切な融資制度がなければ、産業界が積極的に省エネを推進

することは難しいであろう。ラべリング制度についても、法制度の導入と同時に、製造者、輸

入者、消費者などの同制度に関する意識が向上してこそ適切に機能する。このようなことから、

省エネの効果的な普及促進のためには、現在予定よりも実施が遅れている法制度及び融資制度

の早期の整備が大変重要と思われる。 

SLSEA 職員、JICA 専門家チーム及び関係者の当プロジェクト推進に関する献身的な努力を

高く評価するとともに、下記の提言を十分考慮し、今後より良い効果が生み出されるよう期待

する。 

 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

＜早急な対応が必要とされるもの＞ 

(1) 準備中の法制度（エネルギー消費量報告制度、エネルギー管理士・診断士制度）の法的

整合性の精査と内閣の承認手続きを早期に完了させ、早期の施行を図る。 

(2) SLSEA 省エネ部のディピューティー・ディレクター・ジェネラル、シニア・スペシャリ

スト、モニタリング・検証課長の欠員を解消する。特に IT インフラの開発を統括するシニ

ア・スペシャリストは JICA 専門家チームのアサイメント中に配置し、技術移転を図る。 

(3) CFLs の普及と国家上水排水庁のポンプ交換を目的としたパイロット事業の結果を関係

者間で共有し、今後の計画について同意する。 
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(4) SLSEA の資金運用管理部の能力向上を下記のような方法で図りつつ、省エネ事業用の融

資制度の改善を早急に実施する。 

1) 2011 年中に少なくとも 10 件の省エネ事業への融資を促進し、資金運用に関する経験

を蓄積する。 

2) 資金運用管理部に融資運用の専門性をもつ職員を配置するよう検討する。 

 

＜継続的な取り組みが必要とされるもの＞ 

(5) ラべリング制度、エネルギー消費量報告制度など新しく導入される制度に関するモニタ

リングや検証を確実に実施する。 

(6) 省エネ普及促進の効果測定を毎年実施する。 

(7) MoPE の指導により、省エネ 10 年計画を定期的に見直し、ローリングプランとして活用

するとともに、同計画に基づく中期の財政計画を策定する。 

 

３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、

運営管理に参考となる事柄） 

当案件は、法制度の施行を前提に成果が設定されていた。専門家チームとしては、法制度の

運用の準備と、運用にかかわるノウハウの移転に活動の重点を置いており、こういった面では

非常に効果的な技術移転が行われた。一方、法案が実施主体である SLSEA から省に提出され

たあと、専門家チームは承認の進捗を確認する程度しか関与しなかった。こういった法制度の

承認を含め成果が設定されている案件の場合、産業界等利害関係人との折衝、法案文書の練り

直し、省や大臣といった上位機関の説得といった、法案承認のための最後の段階を含めて専門

家が支援することが望ましく、その段階も含めてプロジェクトを監理していくことが必要であ

る。 

 

３－８ フォローアップ状況 

フォローアップが必要な主な項目は、上記提言の実施状況、及びプロジェクト目標と上位目

標の指標の達成度である。 
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